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斑鳩町開発指導要綱

　　　第１章　総　　　則

　（目的）

第�１条　この要綱は、本町において行われる開発行為について、公共・公益的施設の

整備等に関し一定の基準を定め、開発事業を行う者（以下「開発事業者」という。）

を指導することにより、住民の生活と環境を守り、良好な都市環境の形成と秩序あ

るまちづくりの実現に寄与することを目的とする。

　（定義）

第�２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

　⑴�　開発行為　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規定す

る開発行為、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づき建築物を建築す

る行為、その他町長が指導を必要と認めるものをいう。

　⑵　開発事業者　開発事業を行う者をいう。

　⑶　開発区域　開発事業を行う土地の区域をいう。

　⑷　建築　建築基準法第２条第１３号に規定する建築をいう。

　⑸　建築物　同法第２条第１号に規定する建築物をいう。

　⑹　特殊建築物　同法第２条第２号に規定する特殊建築物をいう。

　⑺�　中高層建築物　地上階数が３以上の建築物又は地上高が１０メートルを超え 

る建築物をいう。

　⑻�　公共施設　道路、公園、緑地、下水道、河川、水路、消防水利施設、上水道、

安全施設及びその他の公共の用に供する施設をいう。

　⑼�　公益的施設　学校教育施設、社会教育施設、環境衛生施設、福祉施設及びその

他公益上必要な施設をいう。

　（適用範囲）

第３条　この要綱は、本町において行われる次に掲げる行為に適用する。

　⑴　５００平方メートル以上の開発行為。

　⑵　５００平方メートル未満の開発行為で、町長が必要と認めるもの。
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　⑶　建築基準法に基づき建築するもので、次の各号に掲げる建築行為。

　　ア　中高層建築物（自己用住宅を除く）

　　イ　共同住宅又は長屋住宅で分譲、賃貸を目的とする建築物

　　ウ　床面積が１００平方メートル以上の店舗

　　エ　敷地面積が１００平方メートル以上の貸倉庫、貸車庫及び工場

　　オ　不特定多数の人が利用する集会場施設

　　　第２章　事前協議及び計画の公開

　（開発行為の協議等）

第�４条　開発事業者は、関係法令等に基づく手続を行う前に、あらかじめ町長に申し

出て、この要綱に基づく協議を行うものとする。

２　前項の協議が整ったときは、協議書を交換するものとする。

　（計画公開の原則）

第�５条　開発行為は、地域における現在の環境及び将来のまちづくりに対して影響を

及ぼすことに鑑み、あらかじめ地域住民に公開されたものでなければならない。

　（住民説明会及び利害関係者との協議）

第�６条　開発事業者は、地域住民に対し説明会等を開催し、その意見を聴かなければ

ならない。また、周辺利害関係者及び地元自治会等と誠意をもって協議し、必要な

事項について合意形成をはかるものとする。

　（自治会への加入促進）

第�６条の２　開発事業者は、住宅の建築を目的として開発行為を行う場合は、入居者

の自治会への加入につとめなければならない。

２�　開発事業者は、住宅の建築を目的として開発行為を行う場合は、入居者の自治会

への加入について、地元自治会と協議し、その結果を町長に報告するものとする。

３�　前項の協議の結果、新たに自治会を設立する場合は、その設立が円滑に行われる

ようつとめなければならない。
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　　　第３章　基本方針

　（基本方針）

第�７条　開発行為は、町の基本構想、基本計画及び都市計画マスタープラン等に即し、

用途地域その他の地域地区に関して定められた都市計画に適合したもので、奈良県

住みよい福祉のまちづくり条例を順守するとともに、周辺の環境との調和及び整備

改善をはかり、交通の安全を確保し、災害の発生を防止し、その他均衡ある健全な

市街地の形成に配慮し、かつ公共施設及び公益的施設（以下「公共施設等」という。）

の整備状況等に留意したものでなければならない。

　（基本的基準）

第�８条　開発事業者は、健康で文化的な住環境を確保するため、開発行為に関する計

画の策定にあたっては、事前に開発区域及びその周辺（以下「開発区域等」という。）

の調査を行い、関係法令及び別に定める斑鳩町開発指導要領（以下「指導要領」と

いう。）に適合させるとともに、次の各号に定めるところにより必要な措置を講じ

るものとする。

　⑴　文化財については、町教育委員会の指示に従い、その保護につとめること。

　⑵�　防災計画については、開発区域等における地形及び地質等の調査を行い、災害

が発生しないよう万全の処置を講じること。

　⑶�　環境保全については、開発区域等の状況により、その保全につとめるとともに、

住民の健康を守るため、公害等の発生を未然に防止すること。

　⑷�　住宅を目的とする開発行為の区画割りについては、別に定める基準により必要

な面積を確保するとともに、積極的に建築協定等を締結し、良好な住環境を維持

するようつとめること。

　⑸�　駐車・駐輪施設については、建築物の用途及び規模等を考慮し、原則として開

発区域内に確保すること。
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　　　第４章　公共施設等

　（公共施設の計画）

第�９条　開発事業者は、開発区域等における公共施設の計画にあたっては、次の各号

に定める事項に留意するものとする。

　⑴�　道路については、開発区域内の配置、当該周辺の状況、予定建築物の規模及び

用途並びに町の計画等を勘案すること。

　⑵�　公園・広場及び緑地については、利用形態を考慮した位置で、施設及び樹木等

を配置するとともに、積極的に緑化の推進をはかること。

　⑶�　排水施設については、放流先の能力、水利、その他の状況を勘案し、開発区域

等の規模、地形、降雨量及び人口等から想定される雨水及び汚水を支障なく処理

できるようにすること。なお、公共下水道の予定処理区域における開発行為にあっ

ては、速やかに供用開始できるようつとめること。

　⑷�　消防水利施設については、開発区域等の状況並びに建物の規模及び用途により

必要な施設を町長と協議のうえ設置すること。

　⑸�　上水道については、開発区域内に給水するため町上水道を利用する場合、開発

事業者は斑鳩町水道事業給水条例及び同施行規程の定めるところにより、水道事

業管理者の指示に従い、自己の負担で設置しなければならない。

　（公益的施設の計画）

第�１０条　開発事業者は、開発区域等における公益的施設の計画にあたっては、次の

各号に定める事項に留意するものとする。

　⑴�　集会施設については、町長と協議のうえ関係自治会とも協議し、適切な位置及

び規模で確保すること。

　⑵�　ごみ集積施設については、収集、交通及び道路の事情等を考慮し、適切な位置、

規模及び形状で確保すること。

　（公共施設等の整備）

第�１１条　開発事業者は、次に掲げる公共施設等を町長の指示に従い、自らの負担に

おいて整備しなければならない。

　⑴　開発区域内の道路及び開発行為に関連して整備を要する道路。

　⑵　開発区域内の排水施設及び開発行為に関連して整備を要する排水施設。
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　⑶�　開発区域内の公園、緑地、消防水利施設、集会施設、ごみ集積施設、交通安全

施設等。

　⑷　開発区域内に給水するために必要な上水道。

第１２条　削除

第１３条　削除

　　　第５章　工事の施工及び公共施設等の引継ぎ等

　（工事の施工）

第�１４条　開発事業者は、開発行為に関する工事の施工にあたっては、次に掲げる事

項を順守しなければならない。

　⑴�　関係法令及びこの要綱の規定の内容を誠実に履行するとともに、いやしくも設

計書と異なる工事をしてはならない。

　⑵�　地域住民及び関連公共施設に被害が生じないよう万全の措置を講じるととも

に、被害が生じたときは速やかに必要な措置を講じなければならない。

２�　開発事業者は、開発行為を廃止したときは速やかに必要な措置を講じなければな

らない。

　（工事の着手、完了及び検査）

第�１５条　開発事業者は、開発行為に関する工事の着手、完了その他の状況を町長に

届け出るとともに、町長が必要と認める場合、検査を受けなければならない。

２�　前項の検査の結果、当該工事に不備な箇所があったときは、速やかに開発事業者

の負担において整備しなければならない。

　（公共施設等の帰属及び管理の引継ぎ）

第�１６条　開発行為により設置された公共施設等は、町に帰属するものとする。ただ

し、開発事業者との協議において、別段の定めをしたものについては、この限りで

ない。

２�　開発行為により設置された公共施設等の用に供する土地については、工事完了公

告の日の翌日において町に帰属するものとする。

３�　前２項の規定により帰属することとなる公共施設等の管理については、当該公共

施設等の管理者となるべき者と開発事業者との間において、十分協議するものとす

る。
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　（協議事項の順守義務）

第�１７条　開発事業者は、第４条の規定に基づく協議事項を誠実に順守し、履行する

ものとする。

　　　第６章　補　　　則

　（適用範囲の特例）

第�１８条　町長は、国又は地方公共団体が行う開発行為及び都市計画法第１２条第１

項に規定する市街地開発事業については、この要綱の一部又は全部を適用しないこ

とができる。

　（その他）

第１９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が定める。

　　　付　　　則

　（施行期日）

１　この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。

　（旧要綱の廃止）

２　次に掲げる要綱は、廃止する。

　⑴　斑鳩町開発指導要綱（平成３年３月２８日要綱第１号）

　（経過措置）

３�　この要綱の施行の際、既に協議が行われ又は既に協議が終了した開発行為につい

ては、なお従前の例による。
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　　　付　　　則（平成１５年要綱第１７号）

　（施行期日）

１　この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２�　この要綱の施行の際、既に協議が行われ又は既に協議が終了した開発行為につい

ては、なお従前の例による。

　　　付　　　則（平成２４年要綱第６号）

　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

　　　付　　　則（平成３０年要綱第４号）

　（施行期日）

１　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２�　この要綱の施行の際、既に協議が行われ又は既に協議が終了した開発行為につい

ては、なお従前の例による。





斑鳩町開発指導要領

（平成 30 年３月改訂）
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斑鳩町開発指導要領

　（趣旨）

第�１条　この要領は、斑鳩町開発指導要綱（平成１０年斑鳩町要綱第３号、以下「要

綱」という。）　の施行について必要な事項を定めるものとする。

　（事前協議の手続等）

第�２条　開発事業者は、要綱第４条第１項の規定により、事前協議申出書（別記第１

号様式）に必要な書類を添え、これを町長に提出し協議を行うものとする。

２　要綱第４条第２項に規定する協議書は、別記第２号様式によるものとする。

３�　第１項の協議は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３２条に規定する

公共施設管理者との協議を兼ねることができる。

　（計画公開の手続）

第�３条　開発事業者は、開発行為許可申請（開発行為許可申請を要しない場合は、建

築確認申請）の前に、開発行為公開標識（別記第３号様式）により開発行為に関す

る計画を地域住民に公開するものとする。

２　前項の公開標識は、地域住民の見やすい場所に設置するものとする。

　（関係書類の提出及び地元協議の報告）

第�４条　開発事業者は、要綱第６条に規定する住民説明会及び利害関係者との協議並

びに要綱第６条の２に規定する自治会加入に関する協議の結果について、次の書類

を町長に提出しその確認を受けなければならない。

　⑴　説明会等の結果報告書（別記第４号様式）

　⑵　地元協議報告書（別記第５号様式）

　⑶�　将来、近隣居住者等との間に紛争が生じた場合に、誠意をもって解決にあたる

旨の誓約書（別記第６号様式）

　（文化財の保護）

第�５条　開発事業者は、開発行為を行う場合、あらかじめ遺跡有無確認踏査願又は埋

蔵文化財発掘届を町教育委員会に提出するものとする。

２�　開発事業者は、前項のほか開発行為を行う場合は、町教育委員会の指示に従い周

知の埋蔵文化財包蔵地及びその周辺の文化財を保護するために必要な措置を講じる

ものとする。

３�　開発事業者は、埋蔵文化財を発見した場合は、直ちに工事を中止し、現状を変更
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することなく速やかに町教育委員会に届け出て、その指示に従い発掘調査、その他

文化財を保護するために必要な措置を講じるものとする。

４�　前２項の文化財を保護するため及び前項の発掘調査に必要な費用負担について

は、町教育委員会の指示によるものとする。

　（環境保全等）

第�６条　開発事業者は、開発行為を行うにあたり、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、

騒音、振動、地盤沈下及び悪臭等の公害を未然に防止し、日照阻害及び電波障害を

防止するため、町長と十分協議のうえ対策を講じなければならない。

　（１区画の敷地面積）

第�７条　開発事業者は、住宅の１区画当たりの敷地面積を第１表に定める基準により

確保するものとし、その形状は良好な宅地として利用できるものでなければならな

い。

　（第１表）

開発区域面積
風　　　致　　　地　　　区　　　外

１戸建住宅 長屋住宅※ 共同住宅

　　５００㎡未満　 １００㎡以上 １世帯当たり
１００㎡以上

その都度協議する　　５００㎡以上　
２０００㎡未満 １３０㎡以上 １世帯当たり

１１０㎡以上

２０００㎡以上 １６５㎡以上 原則として認めない

区分
風　　　致　　　地　　　区　　　内

１戸建住宅 長屋住宅※ 共同住宅

第１種風致地区 ５００㎡以上

原則として認めない　第２種
　　　　風致地区
　第３種　

原則として
２００㎡以上

※重ね建長屋については、共同住宅として取り扱う。

　（ワンルームマンション）

第�８条　開発事業者は、ワンルームマンション（主として独立した２以上の居室を有
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しない住戸で、住戸専用面積が２５平方メートル未満のものをいう。）の住戸専用

面積については、１戸当たり１６平方メートル以上確保しなければならない。

２�　開発事業者は、ワンルームマンションの適正な管理を維持するため、次に掲げる

措置を講じなければならない。

　ア　使用規定を定め、入居者にこれを順守させること。

　イ�　建物内に管理人を置き、又はこれに代わる管理体制を設けること。ただし、

３０戸未満のワンルームマンションにおいて適正な管理が行えると町長が認めた

場合は、この限りでない。

　ウ　玄関、ホール等の見やすい場所に、緊急連絡先等の表示板を掲げること。

　（道路）

第�９条　開発事業者は、開発行為に伴う道路計画については、町の道路計画と整合す

るよう事前に町長と協議しなければならない。

２　道路の構造については、別途町が定める基準により計画すること。

　（安全施設等）

第�１０条 　開発事業者は、次の各号に定めるところにより安全対策について万全を

期さなければならない。

　⑴�　安全施設については、周辺の交通状況を調査し、工事中及び工事完了後も安全

上支障のないものとし、次の事項に留意し設置すること。

　　ア�　工事用車両の通行に伴い、交差点等交通安全上危険と考えられる箇所に交通

誘導員を配置するとともに、安全施設を完備して交通安全を確保すること。

　　イ�　開発行為に関連して、交通安全上支障となる見通しの悪い交差点部や曲線部

にはカーブミラー等の交通安全施設を設置すること。また必要に応じ道路管理

者及び所轄の警察署と協議のうえ交通規制に関する施設（交通信号、横断歩道、

規制標識等）を設置すること。

　⑵�　土砂及び資器材等の搬出入については、次の事項に留意すること。

　　ア　車両の運行は、通学等の時間帯を避けること。

　　イ�　車両の運行によりタイヤ部分等に付着する泥土で路面の汚損が生じることの

ないよう十分対策を講じるとともに、汚損又は破損を生じたときは、町長の指

示により開発事業者において速やかに清掃及び復旧を完全に行うこと。

　（公園・広場及び緑地）

第�１１条　開発事業者は、開発区域面積が３，０００平方メートル以上の開発行為に

あっては、地形、地質、環境及び利便等を総合的に判断し、次の各号に定める事項
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に留意して公園・広場及び緑地（以下「公園等」という。）を設置しなければならない。

　⑴�　公園・広場の形状は、次のとおりとする。

　　ア�　有効利用を図るため、正方形、長方形等まとまりのある形とし、原則として

２方向が道路に面していること。

　　イ�　遊具や広場が有効に配置できるように、公園面積の６０％以上は平坦地とす

ること。

　　ウ　原則として、公園は階段状としないこと。

　　エ　公園内に設ける斜面地の勾配は、原則として２０％以下とすること。

　⑵�　公園・広場は、高圧送電線下の土地及び有効利用に供し得ない場所に配置しな

いこと。

　⑶　公園・広場は、非常災害時の避難場所としての利用を考慮して配置すること。

　⑷　公園・広場の面積については、次のとおりとする。

　　ア�　一般住宅開発の場合

　　　�　次式①及び②により算出した公園・広場面積のうちいずれか大きい方とする。

ただし、開発区域面積の６パーセントを上限とする。

　　　①　４平方メートル×４人×戸数

　　　②　第２表による。

　　　　　※　公園・広場１箇所の最低面積を確保すること。

（第２表）

開発区域面積 開発区域面積に対す
る公園・広場の割合

公園・広場１箇所の
最低面積 配　　置

   ３，０００㎡以上
 ２０，０００㎡未満 開発区域面積の

４％以上

１５０㎡
規模に応じて街区公
園を適宜配置のこと

 ２０，０００㎡以上 ３００㎡

	

　　イ　中高層住宅開発の場合

　　　　公園・広場の面積＝開発区域面積×６パーセント

　⑸　緑地の面積については、次のとおりとする。

　　�　工場（倉庫を含む。）の建築を目的とした開発行為にあっては、開発区域面積

の３パーセント以上とする。

　⑹�　公園等の付帯施設は、その都度町長と十分協議し、その指示に従い適切に配置
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すること。

　（汚水排水施設）

第�１２条　開発事業者は、汚水排水施設を次の各号に定める事項に留意して計画し、

設置しなければならない。

　⑴�　開発区域内の汚水排水の排除方法は、原則として雨水と汚水を分離した分流式

とすること。

　⑵�　開発区域内における汚水処理は、公共下水道に接続し、処理すること。ただ 

し、公共下水道の供用が開始されていない区域においては合併浄化槽を設置し処

理すること。

　⑶�　し尿を水洗方式によって処理しようとする場合、処理水の放流については地元

水利関係団体と協議すること。

　⑷　汚水排水施設の構造については、別途町が定める基準により計画すること。

　（雨水排水施設）

第�１３条 　開発事業者は、雨水排水施設を次の各号に定める事項に留意して計画し

設置しなければならない。　

　⑴�　雨水排水施設は、開発区域等の地形、降雨量、水利、その他を勘案し、適正か

つ有効に雨水を処理できるよう計画すること。なお構造については、別途町が定

める基準により計画すること。

　⑵�　雨水排水の放流については、地元水利関係団体及び関係地区の住民と協議する

こと。

　⑶�　開発事業者は、大和川流域における総合治水の推進に関する条例（平成２９年

１０月奈良県条例第１３号）に基づき、奈良県知事と協議し調整池等を設置する

ものとする。

　（消防水利施設）

第�１４条 　消防水利施設については、開発行為等の状況を勘案し、所轄の消防署と

協議のうえ指示するものとする。

　（集会施設）

第�１５条　集会施設について開発事業者は、町長と協議のうえ関係自治会とも協議し、

住民の有効利用や安全性を考慮し、次の各号に定めるところにより、その用地を確

保し、施設を設置しなければならない。

　⑴�　一般住宅地内の集会施設については、原則として公園に併設するものとし、用

地の敷地面積及びその箇所数は、第３表によるものとする。
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　※�　関係自治会との協議を踏まえ、必要となる集会所面積が第３表に基づく面積を

超える場合にあっても、開発事業者は誠意をもって対応しなければならない。

（第３表）

戸　　数 基　　　　　　準 箇　所　数

３０～４９ 　用地の提供　　　戸数×４人×１㎡ 1

５０～９９ 　用地の提供　　　戸数×４人×１㎡

　施設の提供　　　戸数×１．５人×１㎡

1

１００以上 別途協議

　⑵�　共同住宅地内の集会施設については、原則として当該住宅内又は開発区域内に

第４表に基づき確保すること。

　※�　関係自治会との協議を踏まえ、関係自治会も使用する集会所用地の確保が必要

と町長が認めた場合は、開発事業者は誠意をもって対応しなければならない。

（第４表）

戸　数 床　　面　　積 室数 備　　　　　　考

３０～４９ ５０㎡以上 １室

５０～９９ ７０㎡以上 １室

１００以上 別　途　協　議

　（駐車・駐輪施設）

第�１６条　開発事業者は、駐車・駐輪施設については、開発区域内の建築物の用途及

び規模並びに居住者等の安全を考慮し、次の基準により適切に配置するものとする。

　⑴�　駐車施設は原則として同一敷地内に設置するものとする。その駐車台数は、共

同住宅には１戸につき１台以上、ワンルームマンションには全戸数の３分の２以

上とし、店舗（店舗併用住宅を含む。）、工場等には業種及び地域の状況等を勘案

し、町長と協議のうえ駐車施設を確保すること。

　※�　店舗については、標準として１店舗につき駐車施設３台以上を確保するものと

し、店舗の用に供する部分の床面積が１００平方メートルを超える場合は、３０

平方メートル増えるにつき駐車施設１台の割合で確保するものとする。ただし、
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客席を有する店舗については、標準として客席数の４分の１以上の駐車施設を確

保するものとする。

　⑵�　駐車施設の面積は、原則として１台当たり１２．５平方メートル以上とするこ

と。

　⑶�　駐輪場については、共同住宅には１戸につき１台以上、店舗には業種及び地域

の状況等を勘案し確保すること。

　⑷�　駐輪場の面積は、原則として１台当たり１．２平方メートル以上とすること。

　（ごみ集積施設）

第�１７条　開発事業者は、町が家庭ごみ収集業務を円滑に行うため、次の各号に掲げ

る事項に留意し、ごみ集積施設（以下「集積所」という。）を設置するものとする。

　⑴　集積所は、原則として開発区域内に設置すること。

　⑵�　集積所は、別途定める基準により設置するものとし、その設置場所及び構造等

については、町長と協議しなければならない。

２�　開発事業者は、前項の規定により集積所を設置するときは、ごみ集積施設設置届

（別記第７号様式）を町長に提出し、指示を受けること。

第１８条　削除

第１９条　削除

　（開発行為の廃止）

第�２０条　開発事業者が、開発行為を廃止しようとするときは、要綱第１４条第２項

の規定により遅滞なく開発行為廃止届（別記第８号様式）を町長に提出し、その指

示を受けなければならない。

　（工事の着工及び検査）

第�２１条　開発事業者は、要綱第１５条第１項の規定に基づき開発行為に関する工事

に着手するときは工事着手届（別記第９号様式）を、当該工事を完了したときは工

事完了届（別記第１０号様式）をそれぞれ町長に提出しなければならない。

　（公共施設等の帰属及び管理の引継ぎ）

第�２２条　開発事業者は、要綱第１６条の規定に基づき工事完了検査合格後速やかに

公共施設等の用に供する土地の帰属ができるようつとめなければならない。

２�　開発事業者は、開発事業により設置した公共施設等の管理を町に引継ぎしようと

するときは、必要な書類を当該公共施設等の管理者に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。
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　　　付　　　則

　（施行期日）

１　この要領は、平成１０年４月１日から施行する。

　（旧要領の廃止）

２　次に掲げる要領は、廃止する。

　⑴　斑鳩町開発指導要領（平成３年３月２８日要領第１号）

　（経過措置）

３�　この要領の施行の際、既に協議が行われ又は既に協議が終了した開発行為につい

ては、なお従前の例による。

　　　付　　　則（平成１５年要領第２号）

　（施行期日）

１�　この要領は、平成１５年１１月１日から施行する。ただし、第１１条第２項、第

１８条及び第１９条の改正規定については、平成１６年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２�　この要領の施行の際、既に協議が行われ、又は協議が終了した開発行為について

は、なお従前の例による。

　　　付　　　則（平成３０年要領第２号）

　（施行期日）

１�　この要領は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第１３条第３号の改正

規定については、平成３０年１０月１日から施行する。

　（経過措置）

２�　この要領の施行の際、既に協議が行われ、又は協議が終了した開発行為について

は、なお従前の例による。
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道路及び排水施設の整備に関する基準

１　道路
　　　斑鳩町開発指導要領第９条第２項の基準については次のとおりとする。

　（１）　道路の構造

　　　ア�　路面は、アスファルト舗装又はコンクリート舗装を標準とし、その構造は

「アスファルト舗装要綱」又は「セメントコンクリート舗装要綱」に基づく

ことを原則とする。

　　　イ�　側溝、街渠等を設け、雨水等を排出すること。その構造は「建設省土木構

造物標準設計」を標準とする。但し、Ｌ型側溝により施工する場合は、切下

げ型等段差の少ない構造とすること。

　　　ウ�　縦断勾配は、９％以下とすること。ただし、地形等によりやむを得ないと

認められ、かつ交通安全上特に支障がないと認められる場合には、小区間に

限り（表１）のとおりとすることができる。

　　                    （表１）
縦断勾配 制限長さ

９～１０％ １００ｍ
１０～１２％ ５０ｍ

　　　エ�　道路の横断勾配は、片勾配を付する場合を除き、（表２）に掲げる値を標

準とする。

　　             （表２）

区　分
横　　断　　勾　　配　　（％）

片側１車線の場合 片側２車線以上の場合
車　道 １．５ ２．０
歩　道 ２．０

　　　オ��　道路は、原則として階段状としないこと。ただし、歩行者専用道路は、こ

の限りではない。

　　　カ��　道路が同一平面で交差又は他の道路に接続する場合には、自動車、歩行者

及び自転車等の安全かつ円滑な通行を確保するとともに快適な道路空間を形
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成するため、（表３）のとおり街角が切り取られていること。

　　　　�　なお、この区分外の幅員については、直近上位値とすること。（ただし、　

４．５ｍ未満にあっては４ｍとみなす。）

　（解説）

　�　道路のすみ切りの規定です。すみ切りは交差点の両側に二等辺三角形を形成す

るように設計し、その斜辺の長さ（すみ切り長さ）は、交差する道路幅員及び交

差する角度によって（表３）に定めています。

　　道路幅員が４．５ｍ未満は４ｍとして取り扱うので注意してください。

　　また、歩道のある場合については別図を参考にしてください。

　　計画に際しては、適切に「すみ切り」が確保できるように注意してください。

（表３）　　　街角せん除　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ｍ）

道路
幅員 40m 30m 20m 15m 12m 10m 8m 6m 4m

40m
１２
１５
　８

１０
１２
　８

１０
１２
　８

　８
１０
　６

　６
　８
　５

30m
１０
１２

８

１０
１２

８

１０
１２

８

８
１０

６

６
　８
　５

５
６
４

20m
１０
１２

８

１０
１２

８

１０
１２

８

８
１０

６

６
　８
　５

５
６
４

５
６
４

５
６
４

15m
８

１０
６

８
１０

６

８
１０

６

８
１０

６

６
　８
　５

５
６
４

５
６
４

５
６
４

12m
６
８
５

６
８
５

６
８
５

６
８
５

６
８
５

５
６
４

５
６
４

５
６
４

10m
５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

３
４
２

8m
５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

３
４
２

6m
５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

５
６
４

３
４
２

4m
３
４
２

３
４
２

３
４
２

３
４
２

上段　交叉角９０°前後　中段　交叉角６０°以下　下段　交叉角１２０°以下



－ 19 －

　歩道がある場合のすみ切り及びすみ切り半径（歩道縁石の巻き込み半径）Ｒは、下

図によることを標準とする。

Ｗ 1，Ｗ 2：歩道幅員（Ｗ１≧Ｗ２≧０）

Ａ，Ａ ́；歩道縁石巻込み始め点

Ｂ　Ｂ ́：隅切り（街角せん除）長さ

　０　  ：歩道の延長線が交わる点

　Ｐ　  ：∠ＡＯＡ ́ の１／２線と
　　　　　ＡＢの延長線の交点

　Ｒ　  ：ＡＰ

 

　　　キ�　道路とその他の敷地との境界は、構造物、縁石等によって明確に区分する

こと。

　（２）　歩行者専用道路

　　　ア　歩行者専用道路の最小幅員は、２．０ｍとすること。

　　　イ　歩行者専用道路の縦断勾配は、８％以下とすること。

　　　ウ�　通行の安全上支障がないと認められる場合は、階段状にすることができる。

その場合、構造については、けあげ１５ｃｍ以下、踏面３０ｃｍ以上とし、

高さ３．０ｍ以内毎に１．５ｍ以上の水平部分を設けること。

　（解説）

　�　階段状とする場合にあっても、別途スロープを設置するなど高齢者等に対して

も配慮してください。
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２　排水施設
　斑鳩町開発指導要領第１２条第４号の基準 ( 公共下水道供用開始区域内を除く )、

及び第１３条第１号の基準については次のとおりとする。

　（解説）

　�　本基準は、雨水排水施設及び公共下水道の供用が開始されていない区域におけ

る汚水排水施設の構造の基準となります。

　�　なお、公共下水道の供用が開始されている区域における汚水排水施設の構造の

基準については、別途定める「公共下水道供用開始区域内における汚水排水施設

の整備に関する基準」を参照してください。

　　　　

　（１）　排水施設の構造

　　　ア�　排水施設は、外圧に対して耐久力のある耐水性の材料を用い、道路その他

排水施設の維持管理上支障がない場所に設置すること。

　　　イ�　公共の用に供する排水管は、原則としてヒューム管又は下水道用硬質塩化

ビニール管とすること。

　

　　＊ヒューム管を使用する場合

　　（ア）�　使用する管路はＪＩＳ規格、全国ヒューム管規格に適合するものとする。

　　（イ）�　ヒューム管の埋設は、深さを管頂まで土被り１．２ｍ以上（歩道下に設置

する場合は土被り０．６ｍ以上）とし、１８０°固定基礎を設置し埋設するこ

と。ただし、所定の土被りを確保できない場合は、３６０°固定基礎とする。

基礎の構造は「建設省土木構造物標準設計」によるものとする。

　　　　�　なお、取付管にあっては、２０ｃｍ以上のコンクリートにて巻立て保護す

ること。

　　＊下水道用硬質塩化ビニール管を使用する場合

　　（ア）　使用する管路はＪＩＳ規格、日本下水道協会規格に適合するものとする。

　　（イ）　使用管径は１５ｃｍから５０ｃｍの範囲とすること。

　　（ウ）　道路に埋設するときの土被りは、１．２ｍ以上とすること。
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　　（エ）　基礎は砂基礎とし、その構造は（表４）のとおりとする。

　　　　�　なお施工方法等については、( 財 ) 国土開発技術研究センター発行「下水

道用硬質塩化ビニール管道路埋設指針」を参照すること。

（表４）                                                                                              （ｍｍ）

管径
（Ｄ）

１５０ ２００ ２５０ ３００ ３５０ ４００ ４５０ ５００

h₁ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

h₂ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １５０

Ｈ ３５０ ４００ ４５０ ５００ ５５０ ６００ ６５０ ７５０

Ｗ ６００ ７００ ８００ ８５０ ９００ １，０００ １，０５０ １，１００

　　（オ）�　取付管については、本管と同一基礎構造とし、最低土被りは０．５ｍを確

保すること。

　　　ウ�　排水管の最小管径は、汚水管にあっては２０ｃｍ、雨水管及び合流式管渠

にあっては３０ｃｍとすること。ただし、取付管については、汚水管にあっ

ては１５ｃｍ、その他にあっては２０ｃｍとすること。

　　　エ�　ます又はマンホールで、雨水以外の排水管を段差６０ｃｍ以上で階段接合

する場合は、副管を設けること。

　　　オ　街渠ますの間隔は２０ｍ程度に一箇所とする。

　　　カ　開水路は、三面張水路を標準とする。

　　　キ�　ます又はマンホールの設置については都市計画法施行規則第２６条の規定

によるものとする。
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　（解説）

　都市計画法施行規則第２６条（抜　粋）

五�　専ら下水を排除すべき排水施設のうち暗渠である構造の部分の次に掲げる箇

所には、ます又はマンホールが設けられていること。

　イ　管渠の始まる箇所

　ロ�　下水の流路の方向、勾配又は横断面が著しく変化する箇所（管渠の清掃上支

障がない箇所を除く。）

　ハ�　管渠の内径又は内法幅の百二十倍を超えない範囲内の長さごとの管渠の部

分のその清掃上適当な場所

六�　ます又はマンホールには、ふた（汚水を排除すべきます又はマンホールにあっ

ては、密閉することができるふたに限る。）が設けられていること。

七�　ます又はマンホールの底には、専ら雨水その他の地表水を排除すべきますに

あっては深さが十五センチメートル以上の泥溜が、その他のます又はマンホール

にあってはその接続する管渠の内径又は内法幅に応じ相当の幅のインバートが

設けられていること。

　（２）�　排水管路敷地については、原則として１．２ｍ以上の幅員とし、モルタル等

により表面処理をすること。
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公共下水道供用開始区域内における
汚水排水施設の整備に関する基準

　公共下水道の供用が開始されている区域における斑鳩町開発指導要領第１２条第４

号の基準については次のとおりとする。

１. 汚水排水施設の構造
　　（１）　公共下水道（汚水管）について

　　ア　本管の最小管径は２０ｃｍ、取付管の最小管径は１５ｃｍとする。

　　イ�　管渠は鉄筋コンクリート管、硬質塩化ビニール管を使用し、製品はＪＩＳ規

格、日本下水道協会規格に適合した製品とする。

　　ウ�　管渠を埋設する場合は、維持管理上支障のない場所で土被り１．２ｍ以上確

保すること。尚、浅層埋設基準により土被り深さを変更する場合は道路管理者

の了解を得ること。

　　エ�　硬質塩化ビニール管を使用する場合における管渠の基礎は、砂基礎とし構造

は次図によること。

　　※�　硬質塩化ビニール管のうち、下水道用リブ付硬質塩化ビニール管を使用する

場合は、砕石基礎とする。

                                                                                              （ｍｍ）

管径
（Ｄ）

１５０ ２００ ２５０ ３００ ３５０ ４００ ４５０ ５００

h₁ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

h₂ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １５０

Ｈ ３５０ ４００ ４５０ ５００ ５５０ ６００ ６５０ ７５０

Ｗ ６００ ７００ ８００ ８５０ ９００ １，０００ １，０５０ １，１００
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　　オ　管渠の接続は管頂接合とし、塩化ビニール製自在支管を使用すること。

　　カ　人孔における異径の管渠の接合は、管頂接合とすること。

　（２）　人孔について

　　ア�　人孔の構造は、１号組立人孔（内径φ９００）以上を標準とし、インバート

を設けること。ただし、維持管理に支障がない場合、協議により小型マンホー

ル（内径φ３００以上）を採用できる。

　　イ�　人孔の鉄蓋は、斑鳩町型グランドマンホール設置基準書及び性能規定書によ

ること。

　（３）　宅内汚水桝（公共下水道へ接続となる宅内汚水桝）について

　　ア�　宅内汚水桝の設置する位置は、原則として道路との境界線から１ｍ以内の場

所とし、維持管理に支障のない位置に設置すること。

　　イ�　宅内汚水桝は、斑鳩町章入り蓋を使用し、材質は硬質塩化ビニール製を標準

とする。

　　ウ�　宅内汚水桝の構造については、斑鳩町型硬質塩化ビニール製公共桝仕様書に

よること。

２．流 出 量 の 算 定
　（１）　計画汚水量の算定

　　�　公共下水道へ放流する場合は、汚水管渠の断面算定に用いる計画汚水量は計画

時間最大汚水量とすること。

　　ア�　単位面積当り汚水量（m³ ／ｓ／ ha）は、斑鳩町公共下水道事業計画におけ
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る汚水量原単位を用いて算出すること。

　　イ　住宅以外の場合

　　　予想汚水量を算定し、町と協議すること。

　（２）　流下断面の算定

　　�　管渠断面の余裕率は、管径７００ｍｍ未満は計画汚水量の１００％とし、

７００ｍｍ～１６５０ｍｍは計画汚水量の５０％以上１００％以下とする。

　　　　　Ｖ＝（1 ／ｎ）・R2 ／ 3・I1 ／ 2

　　　　　Ｑ＝Ａ・Ｖ

　　　　　ただし　Ｖ：流速（ｍ／ sec）

　　　　　　　　　Ｑ：流量（m³ ／ sec）

　　　　　　　　　Ａ：流水断面積（m²）

　　　　　　　　　ｎ：粗度係数　コンクリート管　０．０１３

　　　　　　　　　　　　　　　　硬質塩化ビニール管　０．０１０

　　　　　　　　　Ｒ：径深（ｍ）　Ａ／Ｐ

　　　　　　　　　Ｉ：勾配

　　　　　　　　　Ｐ：流水の潤辺長（ｍ）

　設計流速は、マニングの公式によって求めたものを標準とし、その値は次表のとお

りとする。また、下流に行くに従い緩勾配となるように設計すること。

　　設計流速の範囲

　　
区分 最小流速 最大流速 備　　考

汚水管渠 ０．６ｍ／ sec ３．０ｍ／ sec

３．そ の 他
　（１）�　町が認める理由により開発事業で公共下水道（汚水）管が埋設できない場合

は、公共下水道（汚水）埋設スペースを確保し、将来の整備に備えること。

　（２）�　事業者は、宅地の分譲に際して下水道の維持管理、使用方法、注意事項等を

周知徹底すること。

　（３）�　日本下水道協会「下水道施設計画・設計指針」、日本下水道協会「下水道排

水設備指針」、下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第８条、斑鳩町

下水道条例（平成１４年１２月２５日条例第２６号）、斑鳩町下水道条例施行

規則（平成１４年１２月２５日規則第１８号）によること。
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